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注3　当該加算は、事業所の体制を評価する加算であるため、日ごとの支援の有無にかかわらず、利
　　用者全員について、算定することができる。
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添付書類 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙2-2）及び組織体制図（参考様式15）

注1　「通常の事業所に雇用されている」とは一般就労を指し、就労系の障害福祉サービス事業所の
　　利用者は除くこと。

うち５０％　（B)

届出時点において、現に通常の事業所に雇用さ
れている者の数　（C)

氏　　名 雇用されている事業所名

○○　×男 株式会社凸凹商店

3.9　人

4　人

１　新規　　　　　　　　　２　継続　　　　　　　　　３　変更

平成　29　年　　4　月　　1　日

事業所の名称

異　動　区　分
（該当の番号に○）

適 用 年 月 日

通勤者生活支援加算に関する届出書
平成　29　年　4　月　15　日　提出

グループホームあいち

サービスの種類 共同生活援助

前年度の平均利用者数　（A) 7.8　人

◇◇　▽夫 丸八フーズ株式会社

△△　☆子 有限会社〇△清掃

◎◎　◆美 △▼合同会社

※　前年度に当該加算を算定しており、新年度も引き続き算定するものとしてこの届出書を提出する
　場合には、「異動区分」欄において「２　継続」に○を付すこと。

注2　共同生活住居単位ではなく事業所単位で算定すること。また、パートタイマーなど短時間労働者
　　についても通常の事業所に雇用されている利用者に含めてよい。


